
貸 借 対 照 表
（令和２年３月３１日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ５９６，３３０ 流 動 負 債 １，９１６，５３８

現 金 及 び 預 金 ２２，２９９ 買 掛 金 ２３１，４２４

売 掛 金 ４２３，８８３ 短 期 借 入 金 ３４０，０００

未 収 入 金 １６，０９６ １０１，６００1年以内返済長期借入金

短 期 貸 付 金 ２１，４６３ リ ー ス 債 務 ７６，２６８

商 品 １，９８１ 未 払 金 ３０５，７１７

貯 蔵 品 ３７，１４２ 未 払 費 用 ４１，３３９

前 払 費 用 ６７，２１８ 未 払 法 人 税 等 ６３，７０２

そ の 他 流 動 資 産 ６，２４５ 未 払 消 費 税 等 ６６，３２２

賞 与 引 当 金 ２６４，４０８

固 定 資 産 １３，０８３，９０１ 預 り 金 ５１，０８９

有 形 固 定 資 産 １２，４５１，７３７ 前 受 金 １６６，６０３

建 物 ３，３３６，７７５ ２０５，５０１1年以内返済預り保証金

構 築 物 ７５，９３７ そ の 他 流 動 負 債 ２，５６０

機 械 装 置 １１１，２５９
固 定 負 債 ２，７９３，９０２

車両及び運搬具 ３，３８７，４１０
長 期 借 入 金 ２５４，４００

工 具 器 具 備 品 ５０，７２２
リ ー ス 債 務 ３７３，０００

土 地 ５，０５１，９６４
４９，９１５役員退職慰労引当金

リ ー ス 資 産 ４３６，０６７
退 職 給 付 引 当 金 １，４２７，２５７

建 設 仮 勘 定 １，６００
預 り 敷 金 ４７４，６３２

預 り 保 証 金 ２１４，６９６
無 形 固 定 資 産 ２５，３８２

ソ フ ト ウ ェ ア ２５，３８２
負 債 合 計 ４，７１０，４４０

純 資 産 の 部

株 主 資 本 ８，９６９，７９２
投資その他の資産 ６０６，７８１

資 本 金 ３，０００，０００
差 入 保 証 金 ５，１９１

資 本 剰 余 金 ３，０００，０００
長 期 前 払 費 用 ７６６

資 本 準 備 金 ３，０００，０００
繰 延 税 金 資 産 ５７７，６４０

利 益 剰 余 金 ２，９６９，７９２
そ の 他 投 資 ２３，１８３

その他利益剰余金 ２，９６９，７９２

繰越利益剰余金 ２，９６９，７９２

純 資 産 合 計 ８，９６９，７９２

資 産 合 計 １３，６８０，２３２ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 １３，６８０，２３２
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損 益 計 算 書
平成３１年 ４月 １日から

令和 ２年 ３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 ８，１４９，７０８

売 上 原 価 ６，８９２，５８０

売 上 総 利 益 １，２５７，１２７

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６７２，９９０

営 業 利 益 ５８４，１３７

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ３４

物 品 売 却 益 １，９６７

そ の 他 営 業 外 収 益 ４，４６５ ６，４６６

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ２２，７１５

そ の 他 営 業 外 費 用 １０９ ２２，８２４

経 常 利 益 ５６７，７７９

特 別 利 益

補 助 金 等 １９，３３０

固 定 資 産 売 却 益 ４３，８３３ ６３，１６４

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 １７，０１０

固 定 資 産 除 却 損 等 ２９，６０２

そ の 他 特 別 損 失 １００ ４６，７１３

税 引 前 当 期 純 利 益 ５８４，２３０

法人税、住民税及び事業税 ２１８，２１９

法 人 税 等 調 整 額 △ ２３，２７３ １９４，９４５

当 期 純 利 益 ３８９，２８４
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個 別 注 記 表
平成３１年 ４月 １日から

令和 ２年 ３月３１日まで

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 時価のないもの …… 移動平均法による原価法

２ 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貸借対照表価額は、原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

①貯蔵品のうちバス給油地下タンクの軽油及び灯油 … 総平均法による原価法

②上記以外の貯蔵品及び商品 ……………… 最終仕入原価法

３ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

・建物、建物附属設備、車両及び運搬具並びに平成28年4月1日以降に取得した構築物

……………… 定額法

・その他 ……………… 定率法

なお、少額減価償却資産（１０万円以上２０万円未満）は、一括して３年間で均等償却す

る方法を採用しております。

②リース資産 ……………… 残存価額を零とするリース期間定額法

なお、主なリース期間は５年です。

（会計上の見積りの変更）

（耐用年数の変更）

当社は、北海道新幹線札幌延伸に伴い、札幌営業所の立ち退きを求められており、対応策として、

新たな営業所の建設を含めた札幌圏の営業所の再編を計画しております。これにより不要となる資

産については、耐用年数をその除却時までに変更することといたしました。

この結果、従来の方法に比べて、当会計年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ３０，３０２千円減少しております。

（２）無形固定資産 ……………… 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度の計上はありません。

（２）賞与引当金

従業員賞与の支給にあてるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。
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（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（２）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１ 担保に供している資産

（１）イオン㈱から預かった敷金及び建設協力金を担保するため、当社が保有する土地及び建物に極度

額３，５３２，５１５千円の根抵当権を登記しております。

（２）担保に供している固定資産

土 地 １，２７３，９１７千円

建 物 ２，５４２，６７２千円

構 築 物 ２４，１５１千円

工具器具備品 ５，８４７千円

合 計 ３，８４６，５８８千円

（３）担保権によって担保されている債務

敷 金 ４５０，０００千円

保 証 金 ４１１，００２千円

合 計 ８６１，００２千円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 １０，６７７，７６２千円

３ 固定資産の取得原価から直接減額された国庫補助金等累計額 １，４８７，９１８千円

４ 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 ３０，４７６千円

短期金銭債務 １６９，７８４千円

Ⅲ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金の否認等であります。
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Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記

親会社の子会社（兄弟会社）

属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高
の名称 （被所有）割合 との関係 （千円） （千円）

235,384 340,000親 会 社 ㈱北海道ジ ＣＭＳ基本契 資金の借入 (注2) 短期借入金

の 子 会 ェイ・アー － 約書の締結
社 ル商事 利息の支払 － －(注2) 4,680

(注1)

101,600－ 長期借入金

(1年内返済)設備投資に係る
借入

(注3)
254,400－ 長期借入金

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 当社ではグループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システム（以下CMS）に

参加しており、㈱北海道ジェイ・アール商事が当該システム統括会社となっております。

（注２） 資金の借入に関し、取引金額は日常反復的に発生するため、期中平均残高を記載しております。

なお、利息についてはＣＭＳ基本契約書によっております。

（注３） 本社併設整備センター及び手稲サービスステーション建設資金調達のための長期借入金であり、

金利については、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。

（注４） 取引金額、期末残高には消費税等を含めておりません。

Ⅴ 一株当たり情報に関する注記

１ 一株当たりの純資産額 １４９，４９６円５３銭

２ 一株当たりの当期純利益 ６，４８８円０８銭

Ⅵ 重要な後発事象に関する注記

当社令和元年１２月１８日開催の取締役会決議に基づき、令和2年４月１日を合併期日として、北海道旅

客鉄道株式会社（以下、JR北海道）の１００%子会社である札新開発株式会社を吸収合併いたしました。

(１) 合併の目的

・人材面をはじめとする、グループ内の限られた経営資源の集中配分・効率化

・会社規模拡大を通した内部管理体制の整備・強化、財務基盤の強化

(２) 合併日

令和２年４月１日

(３) 合併方式

当社を存続会社とする吸収合併（ＪR北海道の100%子会社同士の無対価・適格合併）方式をとり、

札新開発株式会社は解散いたしました。

(４) 合併に係る割当内容

合併新株式の発行及び合併交付金の支払いはありません。

(５) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債の発行に関する取扱い

該当事項はありません。

(６) 合併後の状況

本合併による当社の商号、本社所在地、代表者、資本金及び決算期の変更はありません。なお、事

業内容に 「自動車教習施設の建設及び運営」が追加されました。、
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(７) 会計処理の概要

本合併は 「企業結合に関する会計基準 （企業会計基準第21号 平成３１年１月1６日)及び「企業、 」

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針 （企業会計基準適用指針第10号 平成３１年」

１月１６日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を実施する予定であります。

Ⅶ その他の注記

(１) 金融商品の状況に関する事項

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満

を切り捨てて表示しております。

(２) 税効果会計に関する事項

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い （企業会計基」

準委員会実務対応報告第３９号 令和２年３月３１日）を適用し改正前の税法の規定に基づき、繰延税

金資産・繰延税金負債を算出しております。


